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令和 2 年 8 月 3 日 

株式交換に関する事前開示書類 

 

東京都千代田区内幸町一丁目 5 番 2 号 

株式会社Ｎｏ．１ 

代表取締役 辰巳 崇之 

 

当社は、令和 2 年 5 月 26 日付で、株式会社アレクソン（住所：大阪府大阪市中

央区安土町一丁目 8 番 6 号 大永ビル四階。以下「アレクソン」といいます。）との

間で締結した株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）に基づき、令

和 2 年 9 月 1 日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会社、アレクソンを株

式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を実施いた

します。本株式交換に関する会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193 条に

定める当社の事前開示事項は下記のとおりです。なお、本株式交換は、当社におい

ては会社法第 796 条第 2 項に定める簡易株式交換に該当します。 

 

記 

 

1.株式交換契約の内容（会社法第 794 条第 1 項） 

  別紙 1 のとおりです。 

 

2.会社法第 768 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項についての定めの相当性に

関する事項（会社法第 794 条第 1 項、会社法施行規則第 193 条第 1 号） 

  別紙 2 のとおりです。 
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3.会社法第 768 条第 1 項第 4 号及び第 5 号に掲げる事項についての定めの相当性に

関する事項（会社法第 794 条第 1 項、会社法施行規則第 193 条第 2 号） 

  該当事項はありません。 

 

4.株式交換完全子会社についての次に掲げる事項（会社法第 794 条第 1 項、会社法

施行規則第 193 条第 3 号） 

 (1)最終事業年度に係る計算書類等の内容 

  別紙 3 のとおりです。 

 

 (2)最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

  該当事項はありません。 

 

 (3)最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財

産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 ①令和 2 年 5 月 26 日開催の取締役会決議に基づき、当社とアレクソンとの間

で、令和 2 年 5 月 26 日に、当社を株式交換完全親会社とし、アレクソンを

株式交換完全子会社とする本株式交換契約を締結いたしました。本株式交

換契約の内容は、別紙 1 のとおりです。 

 ②令和 2 年 6 月 26 日開催の取締役会決議に基づき、アレクソンが保有する全

ての自己株式（令和 2 年 6 月 26 日現在 8,200 株）を消却いたしました。 

 

5.当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負

担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法第 794 条

第 1 項、会社法施行規則第 193 条第 4 号） 

 (1)令和 2 年 5 月 26 日開催の取締役会決議に基づき、当社と株式会社エフティグ

ループ（以下「エフティグループ」といいます。）との間で、令和 2 年 5 月 26
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日に、エフティグループが保有するアレクソンの普通株式について、エフテ

ィグループを売主とし、当社を買主とする株式譲渡契約を締結しました。な

お、令和 2 年 7 月 31 日に株式譲渡を完了しております。 

 (2)令和 2 年 5 月 26 日開催の取締役会決議に基づき、当社とアレクソンとの間

で、令和 2 年 5 月 26 日に、当社を株式交換完全親会社とし、アレクソンを株

式交換完全子会社とする本株式交換契約を締結いたしました。本株式交換契

約の内容は、別紙 1 のとおりです。 

  

6.株式交換が効力を生ずる日以後における当社の債務の履行の見込みに関する事項

（会社法第 794 条第 1 項、会社法施行規則第 193 条第 5 号） 

 本株式交換は会社法第 799 条第 1 項の規定により異議を述べることができる

債権者はありませんので、該当事項はありません。 
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別紙 1 株式交換契約の内容 

次ページ以降をご参照ください。  
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別紙 2 会社法第 768 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項についての定めの相  

当性に関する事項 

 

1. 株式交換に際して交付する株式の数又はその数の算定方法及びその割当ての相

当性に関する事項 

(1)本株式交換に係る割当ての内容 

 当社 アレクソン 

本株式交換に係る

割当比率 

1 9.553 

本株式交換により

交付する株式数 

当社の普通株式：２８,３１５株（予定） 

（注 1）株式の割当比率 

  アレクソンの普通株式 1 株につき、当社の普通株式 9.553 株を割当て交付いたします。た

だし、当社が保有するアレクソンの普通株式 229,521 株については、本株式交換による株式

の割当てを行いません。なお、上記表に記載の本株式交換に係る割当比率（以下「本株式交

換比率」といいます。）は、本株式交換契約に従い、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が

生じた場合には、両社間で協議の上、変更されることがあります。 

（注 2）本株式交換により交付する当社の株式数 

  当社は、本株式交換に際して、当社がアレクソンの発行済株式の全てを取得する時点の直前

時（以下「基準時」といいます。）のアレクソンの株主（ただし、当社を除きます。）に対し、

その保有するアレクソンの普通株式の合計数に 9.553 株を乗じた数の当社の普通株式を割当

て交付する予定です。 

  当社は、本株式交換により交付する株式として、その保有する自己株式を充当する予定で

あり、本株式交換における割当てに際して新たに株式を発行する予定はありません。なお、

アレクソンは、本株式交換の効力発生日の前日までに開催する取締役会の決議により、基準

時の直前時までにアレクソンが保有することとなる全ての自己株式（本株式交換に関して行



- 6 - 

 

使される会社法第 785 条第１項に基づく反対株主の株式買取請求に応じてアレクソンが取得

する自己株式を含みます。）を、基準時の直前時をもって消却する予定です。本株式交換によ

り割当て交付する株式数については、アレクソンによる自己株式の取得・消却等の理由によ

り今後修正される可能性があります。 

（注 3）単元未満株式の取扱い 

  本株式交換に伴い、当社の単元未満株式（１単元（100 株）に満たない数の株式）を保有す

ることとなる当社の株主においては、会社法第 192 条１項の定めに基づき、その保有する単元

未満株式を、当社に対し、買い取ることを請求することができます。 

（注 4）1 株に満たない端数の処理 

  本株式交換に伴い、当社の普通株式 1 株に満たない端数がある場合には、会社法第 234 条

その他の関係法令の規定に従い処理するものとします。 

 

(2)本株式交換に係る割当ての内容の根拠等 

①算定の概要 

 当社の企業価値については、当社が上場会社であり、市場価格が存在することか

ら、市場株価法を採用し、2020 年 4 月 28 日を評価基準日とし、東京証券取引所Ｊ

ＡＳＤＡＱ（スタンダード)市場における評価基準日の終値及び評価基準日以前 1 か

月、3 か月、6 か月の各期間の終値平均株価を算定の基礎とし、当事者間で慎重に協

議したうえ本株式交換の取得基準日である 2020 年 5 月 25 日の当社終値 1,013 円

を採用しております。非上場会社であるアレクソンの企業価値については、当社は、

本株式交換比率の公正性及び妥当性を確保するため、当社及びアレクソンから独立

した第三者算定機関として株式会社プルータス・コンサルティングを選定し、アレ

クソンの企業価値を依頼いたしました。株式会社プルータス・コンサルティングで

は、アレクソンの企業価値の算定について、将来の事業活動の状況を反映するディ

スカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）を採用し

て算定を行いました。ＤＣＦ法においては、アレクソンが作成した３ヶ年事業計画
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を基に、当社が精査した事業計画に基づいて算定した将来生み出すと見込まれるフ

リー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引くことによって企業

価値を算定しており、割引率は一定の割引率で現在価値に割り引くことによって企

業価値を算定しております。なお、ＤＣＦ法の算定の基礎としたアレクソンの将来

フリー・キャッシュ・フローは、本株式交換の実施を前提としたものではなく、当

該３ヶ年事業計画において大幅な増減益が見込まれる事業年度はありません。 

 株式会社プルータス・コンサルティングによるアレクソンの１株当たりの株式価

値の範囲は次のとおりです。 

評価方法 アレクソンの１株当たりの株式価値の

範囲 

ＤＣＦ法 ８，３００円～１１，８５７円 

 （注）小数点以下は切捨て。 

 なお、本株式交換に係る割当の詳細内容につきましては、株式会社プルータス・

コンサルティングによる算定結果を踏まえて、当事者間で慎重に協議したうえ、決

定しております。 

  

②算定機関の名称及び当社との関係 

 株式会社プルータス・コンサルティングは、当社及びアレクソンから独立した第

三者算定機関であり、当社及びアレクソンの関連当事者には該当せず、本株式交換

に関する記載すべき重要な利害関係は有しません。株式会社プルータス・コンサル

ティングは、企業価値の算定に際して、両社から提供を受けた情報及び一般に公開

されている情報等を原則そのまま採用し、採用したそれらの資料及び情報等が、全

て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完

全性について検証を行っておりません。 
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2.当社の資本金及び準備金の額に関する事項 

 本株式交換により増加する当社の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第 39 条

第 2 項の規定に従い、当社が別途適当に定める額といたします。 
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別紙 3 アレクソンの最終事業年度に係る計算書類等 

次ページ以降をご参照ください。  

 

 

 

 

 


























